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第98回 定時株主総会
招集ご通知

現在、国内外において、新型コロナウイルス感染症
拡大防止をすることが、重要な局面にあります。こ
のような状況の中、株主総会においても株主様と当
社役職員の安全と安心が最優先であることから、慎
重に検討しました結果、例年より規模を縮小し、で
きる限り感染防止対策（本招集ご通知４頁に記載）
を実施させていただいたうえで、株主総会を開催さ
せていただくことといたしました。

株主の皆様には、健康状態にかかわらず、株主総会
当日へのご来場を可能な限り見合わせていただ
き、当日のご出席に代えて、議決権行使書（郵送）
による議決権をご行使いただきますようお願い申
しあげます（本招集ご通知３頁に記載）。

今後の状況により、株主総会の会場及び運営等に変
更が生じる可能性があります。その際は、当社ウェ
ブサイト（http://www.naganokeiki.co.jp/）に
掲載いたしますのでご確認ください。

本年は、同感染症拡大防止のため、定時株主総会開
催中の製品展示、同株主総会終了後の「会社説明
会」と「工場見学会」の開催は中止させていただき
ます。また、「お土産」についてはご用意いたして
おりません。何卒ご理解賜りますようお願い申し
あげます。

日 時 2020年６月26日（金曜日）午前10時
受付開始　午前９時30分

場 所 長野県上田市生田2150番地
長野計器テクニカル・ソリューションズ・センター

決議事項
第１号議案　剰余金処分の件
第２号議案　取締役７名選任の件

書面（議決権行使書）による議決権行使期限
2020年６月25日（木曜日）午後５時25分まで

長野計器株式会社
証券コード：7715

表紙
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株主の皆様へ

代表取締役社長

佐藤正継

　株主の皆様におかれましては、平素より格別の
ご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第98回定時株主総会を次のとおり開
催いたしますので、ご通知申しあげます。
　当社取締役、監査役及び従業員が「強み」であ
る圧力計測技術と製造技能の進展に挑戦すること
で、「安全・安心・信頼」をお届けし、社会に貢
献してまいります。
　今般、新型コロナウイルス（COVID-19）感染
症が拡大し終息の見通しが立っていない中、お亡
くなりになられた方にお悔やみ申しあげるととも
に、罹患された方、そのご家族に対し、心よりお
見舞い申しあげます。医療関係者などの皆様に深
く敬意を表し感謝申しあげます。また、株主の皆
様にも健康状態にご留意賜りますようお願いいた
します。

　今後とも何卒皆様のご支援とご鞭撻を賜ります
ようよろしくお願い申しあげます。

社是
創造と極限への挑戦で総を啓く
行動と総力の結集で未来を拓く
感謝と融和の精神で明日を開く

企業理念
一芸を極めて世界に挑戦
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株　主　各　位 証券コード　7715
2020年６月５日

東京都大田区東馬込一丁目30番４号

長野計器株式会社
代表取締役社長 佐 藤 正 継

第98回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第98回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　本年は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けて、株主の皆様の安全と安心が最優先であることから、
本株主総会へのご来場を可能な限り見合わせていただき、当日のご出席に代えて、同封の議決権行使書用紙(郵送）に
より議決権をご行使くださいますようお願い申しあげます（行使期限は2020年６月25日（木曜日）午後５時25分ま
でとなります。）。

敬　具
記

1 日　　時 2020年６月26日（金曜日）午前10時
2 場　　所 長野県上田市生田2150番地

長野計器テクニカル・ソリューションズ・センター
(末尾の会場ご案内図をご参照ください。)

3 目的事項 報告事項 １．第98期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）事業報告、連結計算書類並
びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第98期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）計算書類報告の件
決議事項 第１号議案　剰余金処分の件

第２号議案　取締役７名選任の件
4 議決権行使等について

のご案内 ３頁に記載の【議決権行使等についてのご案内】をご参照ください。

5 インターネット開示に
関する事項

本招集ご通知に添付すべき書類のうち、連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」
及び計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」として表示すべき事項につきましては、法
令及び当社定款の定めにより、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、本添
付書類には記載しておりません。
なお、監査役が監査報告書を、会計監査人が会計監査報告書をそれぞれ作成するに際して監査した連
結計算書類及び計算書類には、本添付書類記載のもののほか、この連結計算書類の「連結株主資本等
変動計算書」「連結注記表」及び計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」として表示す
べき事項も含まれております。

以　上
　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
　株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合には、インターネット上の当社ウェブサイトに
掲載させていただきます。

当社ウェブサイト（http://www.naganokeiki.co.jp/）

2

狭義招集
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議決権行使等についてのご案内

行使期限 2020年６月25日（木曜日）午後５時25分まで

株主総会にご出席される場合
議決権行使書用紙を会場受付にご提出
ください。（ご捺印は不要です）

郵送で議決権を行使される場合
議決権行使書用紙に賛否をご表示のうえ、
切手を貼らずにご投函ください。

（上記の行使期限までに到着するよう
ご返送ください）

議決権行使書のご記入方法

第２号議案について
全 員 賛 成 の 場 合 →賛 に○印
全 員 反 対 の 場 合 →否 に○印
一部候補者に反対の場合 →賛 に○印をし、反対する候補者番号を隣の空欄に記入

こちらに各議案の賛否を
ご記入ください。

3

議決権行使等についてのご案内
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新型コロナウイルス感染症防止における対応について
　　当社第98回定時株主総会におきましては、同総会の開催日現在の新型コロナウイルス感染症の

防止のため、株主の皆様の安全と安心が最優先であることから、例年より規模を縮小し、下記のと
おりの措置を講じてまいりますので株主の皆様のご理解並びにご協力をお願い申しあげます。

記
　　＜株主様へのお願い＞
　　　・　当社は、本年において、新型コロナウイルス感染症の防止のため、株主様の健康状態にか

かわらず、株主総会当日へのご来場を可能な限り見合わせていただき、当日のご出席に代え
て、書面（郵送）による議決権をご行使くださいますようお願い申しあげます。書面（郵送）
による事前行使の詳細は、前頁をご参照ください。

　　＜ご来場される株主様へのお願い＞
　　　・　本株主総会にご来場される株主様には、同総会の開催日現在の感染状況やご自身の体調を

ご確認のうえ、マスク着用にてご来場されますようお願いいたします。特に、ご高齢で基礎
疾患をお持ちの方並びに妊娠されている方はご出席について十分かつ慎重にご検討ください。

　　　・　本年は、上田駅温泉口から定時株主総会会場までの当社による送迎は中止いたしますの
で、本株主総会にご来場される株主様には、自家用車またはタクシーをご利用のうえ、ご来
場賜りますようお願い申しあげます。

　　　・　会場の当社スタッフは、検温を含め体調を確認のうえ、マスク着用で応対いたします。
　　　・　会場内には、株主様のための消毒液を設置いたします。また、ご来場の株主様に検温のう

え体調が芳しくないと見受けられる方には、当社スタッフが入場をお断りしてお帰りいただ
く場合がありますのでご承知おきください。

　　　・　株主総会の進行は、報告事項並びに決議事項においても可能な限り短縮した議事進行とな
りますことをご理解賜りますようお願いいたします。また、会場内の座席は可能な限り間隔
をあけますことから、すべての株主の皆様がご入場できない可能性があり、この場合ご入場
をご遠慮いただく場合がありますのでご承知おきください。

　　　・　本招集ご通知表紙にも記載したとおり、本年は、誠に恐縮ではございますが、本株主総会
開催中の製品展示および本株主総会終了後、引き続き定時株主総会会場にて開催しておりま
した「会社説明会」と丸子電子機器工場並びに上田計測機器工場にて開催しておりました「工
場見学会」は中止いたします。また、本年は、同じく誠に恐縮ではございますが、「お土産」
をご用意いたしませんのでご理解賜りますようお願い申しあげます。

　　　　その他の措置並びに今後の状況により本定時株主総会の運営等に大きな変更が生じる場合
は、次の当社ウェブサイトにおいて掲載し、お知らせいたします。

当社ウェブサイト（http://www.naganokeiki.co.jp/）
以　上

4

議決権行使等についてのご案内
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金処分の件

　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
　当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の重要課題のひとつとしており、経営基盤強化のための内部留保の充実
を図りつつ、安定配当の維持等を総合的に勘案することを基本方針としております。
　当期の期末配当につきましては、この基本方針を堅持し、普通配当１株当たり11円とさせていただきたく存じま
す。
　なお、当期は当社普通株式１株当たり11円の中間配当金を既にお支払いしておりますので、これを合わせた年間配
当金は当社普通株式１株当たり22円となります。

配当財産の種類 金銭

配当財産の割当てに関する事項
及びその総額

当社普通株式1株当たり金 11円
配当総額 213,586,615円

剰余金の配当が効力を生じる日 2020年６月29日

20

第94期

20

第95期

26

第96期

22

第97期

22

第98期

■ １株当たり配当金（円）

配当金推移

5

剰余金処分議案
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第２号議案 取締役７名選任の件

　本総会終結の時をもって、取締役矢島寿衛、山岸一也、長坂　宏、角龍徳夫、鈴木正徳の５氏は任期満了となり、
取締役小松哲夫氏は、辞任いたします。
　つきましては、経営体制の充実のため１名増員し、取締役７名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番号 氏名 当社における現在の地位及び担当

１ や

矢
 

　
じ ま

島
 

　
と し

寿
 

　
え

衛 取締役
営業本部担当 再任

２ や ま

山
 

　
ぎ し

岸
 

　
か ず

一
 

　
や

也
取締役
開発センター・知的財産部
担当

再任

３ な が

長
 

　
さ か

坂
 

　
 

　
 

　
ひろし

宏 取締役
技術本部担当 再任

４ か く

角
 

　
りゅう

龍
 

　
の り

徳
 

　
お

夫 取締役
経理部担当 再任

５ お

小
の

野
ざ わ

澤
 

　
じゅん

潤
い ち

一
ろ う

郎
上席執行役員
総務統括部長兼法務・コン
プライアンス部長

新任

６ こ

小
 

　
ばやし

林
 

　
と よ

豊
 

　
し げ

茂 ― 新任

７ す ず

鈴
 

　
き

木
 

　
ま さ

正
 

　
の り

徳 取締役 再任

6

取締役選任議案



2020/05/29 18:07:28 / 19597353_長野計器株式会社_招集通知（Ｃ）

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

１ や

矢
 

　
じ ま

島
 

　
と し

寿
 

　
え

衛
（1955年１月31日生）

13,491株

1978年 ４ 月 当社入社
2002年12月 当社執行役員経理部次長
2003年 １ 月 当社執行役員経理部長
2006年 ６ 月 当社取締役執行役員経理部長
2012年 ６ 月 当社取締役上席執行役員経理部長兼経営企画部長
2014年 ６ 月 当社経理部長兼経営企画部長
2014年 ７ 月 当社事業本部営業本部販売戦略部長
2015年 ６ 月 当社執行役員営業本部販売戦略部長
2016年 ６ 月 当社取締役マーケティング部・営業企画部担当・執行役員会議

長・製品判定会議議長
2016年11月 当社取締役販売戦略部担当・執行役員会議長・製品判定会議議

長
2018年 ６ 月 当社取締役営業本部担当（現）
（重要な兼職の状況）
　株式会社双葉測器製作所取締役
【取締役候補者とした理由】
矢島寿衛氏は、営業本部担当として、営業機能の強化やマーケティング戦略の要を担っております。加
えて、経理担当の長い経験から経理の知見も有しております。幅広い視野で当社の経営を強化する目的
で今後もその役割は重要になることから、引き続き取締役候補者といたしました。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

２
や ま

山
 

　
ぎ し

岸
 

　
か ず

一
 

　
や

也
（1955年12月22日生）

7,500株

1978年 ４月 当社入社
2008年 ４月 当社研究開発センター研究開発部次長
2010年 ４月 当社研究開発センター副センター長
2010年 ６月 当社執行役員研究開発センター長
2012年 ６月 当社上席執行役員事業本部技術開発センター長
2014年 ６月 当社取締役事業本部技術開発センター長
2014年 ７月 当社取締役FBG事業部担当
2015年 ６月 当社取締役FBG事業部・知的財産課担当
2018年 ４月 当社取締役FBG事業部・知的財産部担当
2019年 ４月 当社取締役開発センター・知的財産部担当（現）
【取締役候補者とした理由】

　山岸一也氏は、研究開発業務に従事した後、取締役として光ファイバーを利用した応用システム製品の早
　期事業化を目指す開発センターを牽引しております。開発センターの指揮を執る責任者として今後もその
　役割は重要になることから、引き続き取締役候補者といたしました。

7

取締役選任議案
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候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

３
な が

長
 

　
さ か

坂
 

　
 

　
 

　
ひろし

宏
（1958年７月29日生）

6,000株

1982年 ４月 当社入社
2006年 １月 当社製造本部丸子電子機器工場AMセンサ技術部次長
2008年 ２月 当社執行役員丸子電子機器工場AMセンサ部長
2008年 ７月 当社執行役員技術本部車載センサ技術部長
2011年 ６月 当社執行役員製造本部丸子電子機器工場車載センサ部長
2012年 ４月 当社執行役員製造本部丸子電子機器工場成膜技術部長
2012年 ６月 当社上席執行役員事業本部丸子電子機器工場成膜技術部長
2014年 ６月 当社取締役事業本部丸子電子機器工場成膜技術部長
2014年 ７月 当社取締役事業本部技術本部・技術開発センター担当
2015年 ６月 当社取締役技術本部担当（現）
（重要な兼職の状況）
　株式会社中村金型製作所取締役
【取締役候補者とした理由】

　長坂　宏氏は、圧力センサの技術開発に従事し、取締役として新製品の開発を担っております。新製品の
　市場への投入は継続して当社の喫緊の課題であり今後もその役割が重要になることから、引き続き取締役
　候補者といたしました。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

４
か く

角
 

　
りゅう

龍
 

　
の り

徳
 

　
お

夫
（1960年５月10日生）

2,700株

1979年 ４月 当社入社
2011年 ４月 当社経理部次長
2014年 ６月 当社執行役員経理部次長
2014年 ７月 当社執行役員経理部長
2018年 ６月 当社取締役経理部担当（現）
（重要な兼職の状況）
　株式会社ニューエラー監査役
　株式会社ナガノ計装監査役

【取締役候補者とした理由】
　角龍徳夫氏は、長年経理業務に従事し、経営に資する課題を実務面から実施してまいりました。また、
　取締役として当社グループの経理・財務を指揮する責任者としての役割を担っており、今後もその役割
　は重要であることから、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

５
※

お

小
の

野
ざ わ

澤
 

 
じゅん

潤
い ち

一
ろ う

郎
（1953年５月５日生）

11,818株

1977年 ４月 当社入社
2002年 ６月 当社総務部次長
2003年 ６月 当社執行役員総務部長
2008年 ７月 当社監査部長
2011年 ４月 当社執行役員総務部長
2012年 ６月 当社上席執行役員総務統括部長
2019年 ４月 当社上席執行役員総務統括部長兼法務・コンプライアンス部長

（現）
（重要な兼職の状況）
　株式会社ナガノ計装取締役
　株式会社サンキャスト取締役
【取締役候補者とした理由】

　小野澤潤一郎氏は、長年人事業務や総務業務に従事し、加えて法務・コンプライアンスの業務も従事した
　ことから、今後は、当社グループ全体の課題への取り組みを進めるため同氏を新たに取締役候補者といた
　しました。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

６
※

こ

小
 

　
ばやし

林
 

　
と よ

豊
 

　
し げ

茂
（1963年１月22日生）

－株

1985年 ４月 株式会社八十二銀行入行
2004年 ２月 同行若宮支店長
2006年 ２月 同行熊谷支店長
2008年 ６月 同行法人部長
2011年 ６月 同行昭和通エリア昭和通営業部長
2014年 ６月 同行高田支店長
2016年 ６月 同行執行役員高田支店長
2017年 ６月 同行執行役員人事部長
2019年 ６月 同行執行役員監査部長(現）
（重要な兼職の状況）
　株式会社八十二銀行執行役員監査部長
【取締役候補者とした理由】

　小林豊茂氏は、金融機関で培われた豊かな経験と幅広い見識を活かしていただき、当社グループの経営全
　般において更なるグループ総合力の向上を図るため、新たに取締役候補者といたしました。

9
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候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社株式の数

７ す ず

鈴
 

　
き

木
 

　
ま さ

正
 

　
の り

徳
（1954年10月９日生）

3,300株

1978年 ４月 通商産業省（現経済産業省）入省
2003年 ７月 同省九州経済産業局長
2004年 ６月 同省中小企業庁事業環境部長
2005年12月 内閣官房内閣審議官

行政改革推進事務局特殊法人等改革推進室次長
2007年 ７月 原子力安全・保安院次長
2008年 ７月 経済産業省産業技術環境局長
2010年 ７月 同省製造産業局長
2011年 ８月 中小企業庁長官
2013年10月 日揮株式会社顧問
2014年 ６月 当社取締役
2014年 ７月 日揮株式会社取締役執行役員営業本部長代行
2016年 ６月 同社取締役常務執行役員営業本部長代行
2016年 ９月 同社取締役常務執行役員グローバル戦略室長代行
2018年 ６月 当社取締役（現）
2019年10月 日揮ホールディングス株式会社取締役常務執行役員（現）
（重要な兼職の状況）
　日揮ホールディングス株式会社取締役常務執行役員
【社外取締役候補者とした理由】

　鈴木正徳氏は、同氏の経済産業省・中小企業庁及び他社で培われた豊かな経験と幅広い見識を独立した立
　場から当社の経営に活かしていただくとともに、取締役会の一層の活性化を図るため、引き続き社外取締
　役候補者といたしました。

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
　　　２．※は新任候補者であります。
　　　３．鈴木正徳氏は、社外取締役候補者であります。
　　　４．小林豊茂氏は、株式会社八十二銀行の執行役員監査部長でありますが、2020年６月19日に開催される第137期株式会社八十二銀行定時
　　　　　株主総会終結の時をもって、同行執行役員監査部長を退任する予定であります。
　　　５．鈴木正徳氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本株主総会終結の時をもって２年となります。
　　　６．当社は、取締役（業務執行取締役等を除く。）が期待される役割を十分に発揮することができるように、会社法第427条第１項の規定に
　　　　　より、定款に取締役（業務執行取締役等を除く。）との間に、損害賠償責任を限定する責任限定契約を締結することができる旨の規定を
　　　　　設けております。
　　　　　鈴木正徳氏は、現在、当社の社外取締役であり、当社は、鈴木正徳氏との間で、会社法第423条第1項の損害賠償責任について、その職務
　　　　　を行うにつき善意でありかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度とする旨の契約を締結して
　　　　　おります。鈴木正徳氏の再任をご承認いただいた場合、当社と鈴木正徳氏との間の当該責任限定契約を継続する予定であります。
　　　７．当社は、鈴木正徳氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。鈴木正徳氏の再任が承認された場合は、当社は
　　　　　引き続き鈴木正徳氏を独立役員とする予定であります。

以　上
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提供書面
事業報告（2019年４月１日から2020年３月31日まで）

１．企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
当連結会計年度における世界経済は、先進国を中心に緩やかな景気拡大基調が続いておりましたが、米中貿易摩

擦の長期化が先行きを不透明なものとしており、さらに年明け以降は、新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大
が経済活動を急激に減速させました。米国においては、良好な雇用環境が個人消費を下支えしておりましたが、米
中貿易摩擦の影響により輸出が伸び悩み、製造業の不振を受けて設備投資も鈍化が見られました。欧州においては、
輸出が低調で設備投資にも抑制傾向が続いており、中国においては、米中貿易摩擦の影響による輸出の減少により
景気は減速傾向となりました。

わが国経済においても、新型コロナウイルス感染症の拡大が経済活動を急激に減速させており、不透明な状況が
増しております。
　このような状況のもと、当社グループでは、米国子会社において2019年4月にグループ会社とした欧州子会社が
売上高の増加に貢献したものの、前期において好調であった産業機械業界向、プロセス業界向、ＦＡ空圧機器業界
向、空調業界向、半導体業界向の圧力計及び圧力センサの需要が減少し、また、自動車業界を主要取引先としてい
るダイカスト製品の需要も減少いたしました。これにより、売上高は490億67百万円（前期比5.7％減）となりま
した。損益面につきましては、売上高減少の影響により営業利益は23億６百万円（前期比21.4％減）、経常利益
は、22億56百万円（前期比21.1％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は15億87百万円（前期比16.6％減）
となりました。
　なお、当連結会計年度においては、新型コロナウイルス感染症の拡大が及ぼす業績への影響は、軽微なものとな
っております。

11
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　企業集団の事業区分別売上状況は次のとおりです。

圧力計事業

47.2%

売上高構成比

23,639

第97期
（2019年３月期）

23,171

第98期
（2020年３月期）

（単位：百万円）売上高 　圧力計事業では、米国子会社において2019年４月にグループ会社とした欧州
子会社が売上の増加に貢献した結果、産業機械業界向、プロセス業界向の売上が
増加したものの、国内においては、空調管材業界向の売上は増加いたしましたが
産業機械業界向、プロセス業界向、ＦＡ空圧機器業界向、半導体業界向の売上が
減少いたしました。
　この結果、圧力計事業の売上高は231億71百万円（前期比2.0％減）となりま
した。

圧力センサ事業

29.7%

売上高構成比

15,778

第97期
（2019年３月期）

14,565

第98期
（2020年３月期）

（単位：百万円）売上高 　圧力センサ事業では、米国子会社においては圧力計事業と同様に、2019年４
月にグループ会社とした欧州子会社が売上の増加に貢献し、産業機械業界向の売
上が増加いたしました。国内においては、自動車搭載用圧力センサが2019年末
からの短期の需要増の影響により売上が増加したものの、産業機械業界向、空調
管材業界向、半導体業界向の売上が減少し、量産品である建設機械用圧力センサ
の売上も減少いたしました。
　この結果、圧力センサ事業の売上高は145億65百万円（前期比7.7％減）とな
りました。

計測制御機器事業

10.0%

売上高構成比

5,852

第97期
（2019年３月期）

4,902

第98期
（2020年３月期）

（単位：百万円）売上高 　計測制御機器事業では、圧力発生器の売上は増加したものの、工場生産自動化
設備用の空気圧機器、自動車・電子部品関連業界向のエアリークテスター及び医
療用機器の売上は減少いたしました。
　この結果、計測制御機器事業の売上高は49億２百万円（前期比16.2％減）と
なりました。
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ダイカスト事業

8.4%

売上高構成比

4,501

第97期
（2019年３月期）

4,109

第98期
（2020年３月期）

（単位：百万円）売上高 　ダイカスト事業では、自動車業界を主要取引先としているダイカスト製品の売
上が減少いたしました。
　この結果、ダイカスト事業の売上高は41億９百万円（前期比8.7％減）となり
ました。

その他事業

4.7%

売上高構成比

2,286

第97期
（2019年３月期）

2,318

第98期
（2020年３月期）

（単位：百万円）売上高 　その他事業では、自動車用電装品の売上が増加いたしました。
　この結果、その他事業の売上高は23億18百万円（前期比1.4％増）となりまし
た。

13
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② 設備投資の状況
　当連結会計年度において実施いたしました当社グループの設備投資の総額は、10億91百万円となりました。そ
の主な内容は、製造設備の取得であります。

③ 資金調達の状況
　当連結会計年度中に、当社グループの所要資金として金融機関より長期借入金として、16億60百万円の調達を
行いました。

④ 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥ 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
　該当事項はありません。

⑧ その他
　該当事項はありません。

14
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

第95期
（2017年３月期）

44,199

第96期
（2018年３月期）

50,448

第97期
（2019年３月期）

52,059

第98期
（2020年３月期）

49,067

（単位：百万円）売上高

第95期
（2017年３月期）

1,921

第96期
（2018年３月期）

3,599

第97期
（2019年３月期）

2,859

第98期
（2020年３月期）

2,256

（単位：百万円）経常利益

第95期
（2017年３月期）

1,331

第96期
（2018年３月期）

2,818

第97期
（2019年３月期）

1,902

第98期
（2020年３月期）

1,587

（単位：百万円）親会社株主に帰属する当期純利益

第95期
（2017年３月期）

44,809

19,936

第96期
（2018年３月期）

47,990

23,565

第97期
（2019年３月期）

46,241

24,028

第98期
（2020年３月期）

46,666

24,289

（単位：百万円）総資産/純資産

第95期
（2017年３月期）

68.70

第96期
（2018年３月期）

145.38

第97期
（2019年３月期）

98.12

第98期
（2020年３月期）

82.18

（単位：円）1株当たり当期純利益

第95期
（2017年３月期）

1,005.98

第96期
（2018年３月期）

1,182.42

第97期
（2019年３月期）

1,203.50

第98期
（2020年３月期）

1,223.72

（単位：円）1株当たり純資産

区　分 第95期
（2017年３月期）

第96期
（2018年３月期）

第97期
（2019年３月期）

第98期
（当連結会計年度）
（2020年３月期）

売上高 (百万円) 44,199 50,448 52,059 49,067
経常利益 (百万円) 1,921 3,599 2,859 2,256
親会社株主に帰属する当期純利益 (百万円) 1,331 2,818 1,902 1,587
１株当たり当期純利益 (円) 68.70 145.38 98.12 82.18
総資産 (百万円) 44,809 47,990 46,241 46,666
純資産 (百万円) 19,936 23,565 24,028 24,289
１株当たり純資産 (円) 1,005.98 1,182.42 1,203.50 1,223.72
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係
　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

名称 資本金 議決権比率
（％） 主要な事業内容

株式会社ニューエラー 444百万円 100.0 空気圧機器及び自動車用電装品の製造販売

株式会社フクダ 49百万円 100.0 工業用計測器の製造販売

株式会社長野汎用計器製作所 50百万円 100.0 汎用圧力計の製造販売

株式会社ナガノ 30百万円 100.0 特殊圧力計、熱電対の製造販売

株式会社ナガノ計装 50百万円 100.0 圧力計の校正、修理及び販売

ヨシトミ・マーシン株式会社 78百万円 100.0 圧力計部品の製造販売

株式会社双葉測器製作所 10百万円 100.0 圧力標準器の製造販売、圧力計の校正

株式会社中村金型製作所 5百万円 100.0 ダイカスト・マグネシウム金型の設計・製作

株式会社エポックナガノ 10百万円 95.0 厚生寮運営管理、集合店舗保守請負、
保険代理業務

株式会社サンキャスト 20百万円 51.5 ダイカスト製品の製造販売

Ashcroft-Nagano Keiki Holdings,Inc. 1米ドル 100.0 持株会社

JADE Sensortechnik GmbH 200千ユーロ 51.0 圧力センサの製造販売
(注) Ashcroft-Nagano Keiki Holdings,Inc.は、Ashcroft Inc.（圧力計・圧力センサの製造販売会社）を含め19社の子会社を所有しております。
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(4) 対処すべき課題
①経営の基本方針

　当社グループは、「一芸を極めて世界に挑戦」の企業理念のもと、圧力計測・制御分野でのリーディングカン
パニーとして、「安全・安心・信頼」をお届けすることを使命とした製品の提供を通じて、社会貢献を継続する
ことをグループ全体の基本方針としております。
　経営目標の達成に向けて、日本及び米国を主要拠点としたグローバルな展開を行ってまいります。

②当社グループをとりまく経営環境
　当社グループの業績は、設備関連の投資動向に影響を受ける傾向にあります。現時点の外部環境としては、
2019年末から発生した新型コロナウイルス感染症の拡大が、世界経済の活動を減速させている状況下において、
今後の経済情勢は不確実性が強まっており、当社の業績に影響を及ぼす場合があります。
　また、圧力計測業界においては、省人化を目的とした計測機器のデジタル化、ワイヤレス化による監視システ
ム・サービスの普及が求められております。

③中期経営計画
　当社グループは、激変する事業環境下で中長期的に企業価値を向上していくことを目的として、2020年度を
開始年度とする新たな中期経営計画を策定いたしました。
　中期経営計画では、景気に左右されない企業体質を目指し、更なる事業拡大と企業価値向上に取り組んでまい
ります。

イ．経営ビジョン
“安全・安心・信頼を基軸とした収益力強化と事業構造改革により、持続的成長を目指す”

ロ．重点施策と対処すべき課題
　当社グループは、中期経営計画における基本方針として、４つの成長戦略を策定し、各施策に取り組んでま
いります。
《成長戦略１　既存事業の競争力強化》

環境変化を見据えて、核となる既存事業のバリューアップを図ります。
・製品の事業採算性向上
・顧客視点の高付加価値サービスの提供
・市場ニーズを踏まえた成長分野への積極参入

《成長戦略２　グローバル戦略の強化》
グローバル市場で圧力センサの「地産地消」を目指し、世界シェアを拡大します。
・ワールドワイドな「地産地消」の体制整備
・海外子会社によるグローバル展開加速

17
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《成長戦略３　新たな事業領域の拡大》
圧力計・圧力センサに続く「第３の柱」を早期に確立します。
・高付加価値サービスの提供（サービスプラットフォームの構築）
・代替困難な計測システムの開発と提供（極限環境計測センサ事業の創出）

《成長戦略４　経営基盤の強化》
新たな競争環境の変化に打ち勝つため、経営の根幹を支える経営基盤を強固にします。
・ＥＳＧ経営の取り組み推進
・ＩＴ化による業務改善
・グループ組織運営の強化
・人事制度の刷新

ハ．目標とする経営指標
　2023年3月期の連結業績目標として、連結売上高560億円、営業利益率7.0％以上、株主資本利益率（ROE）
10.0％確保を掲げております。

④法令遵守とコンプライアンス体制整備
　当社グループは、不適切な会計処理の発生防止策として、内部統制強化を実施するとともに、さらに法令遵守
を徹底すべく社員教育とコンプライアンス体制の整備を進めてまいります。
　全てのステークホルダーから信頼される企業であり続けるために企業倫理の重要性を認識し、経営の健全性、
経営の意思決定と業務執行の透明性を確保すべく、コーポレート・ガバナンスの充実、法令遵守の徹底に努めて
まいります。

18
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(5) 主要な事業内容（2020年３月31日現在）

　当社グループは、圧力計、圧力センサ等の精密機器製品の製造、販売を主な事業としております。
　事業別の主要製品及び事業内容は以下のとおりであります。

事業区分 主要製品・事業内容
圧力計 圧力計、圧力スイッチ、温度計
圧力センサ 圧力センサ
計測制御機器 空気圧機器、エアリークテスター、圧力試験器、圧力発生器、その他用途開発製品
ダイカスト ダイカスト製品
その他 自動車用電装品、電源製品、不動産賃貸

19
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(6) 主要な営業所及び工場（2020年３月31日現在）

当社

本　社 東京都大田区東馬込一丁目30番４号

営業所
東京、東関東（千葉県成田市）、仙台、熊谷、
神奈川、静岡、上田、名古屋、富山、滋賀、大阪、
四国（香川県高松市）、広島、
九州（福岡県春日市）

工　場 上田計測機器工場（長野県上田市）
丸子電子機器工場（長野県上田市）

その他 上田ショッピングタウン（長野県上田市）
株式会社ニューエラー 本　社 大阪府大阪市
株式会社フクダ 本　社 東京都練馬区
株式会社長野汎用計器製作所 本　社 長野県上田市
株式会社ナガノ 本　社 東京都大田区
株式会社ナガノ計装 本　社 東京都大田区
ヨシトミ・マーシン株式会社 本　社 長野県諏訪市
株式会社双葉測器製作所 本　社 東京都荒川区
株式会中村金型製作所 本　社 長野県諏訪市
株式会社エポックナガノ 本　社 長野県上田市
株式会社サンキャスト 本　社 茨城県下妻市

Ashcroft Inc. 本　社 アメリカ合衆国コネティカット州ストラットフォー
ド

Willy Instrumentos de Medicao e Controle Ltda. 本　社 ブラジル連邦共和国サンパウロ
Ashcroft Instruments GmbH 本　社 ドイツ連邦共和国ベーズワイラー
Ashcroft Instruments Singapore Pte,Ltd. 本　社 シンガポール共和国シンガポール
Ashcroft Instruments Mexico,S.A. de C.V. 本　社 メキシコ合衆国メキシコシティ
JADE Sensortechnik GmbH 本　社 ドイツ連邦共和国ザクセン州ドレスデン

20
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(7) 従業員の状況（2020年３月31日現在）

① 企業集団の従業員の状況
事業部門 従業員数 前連結会計年度末比増減

圧力計 955名 (100名) 57名増 (13名減)

圧力センサ 351名 ( 29名) 12名増 ( 3名減)

計測制御機器 56名 ( 3名) 1名減 ( 1名減)

ダイカスト 99名 ( 32名) 5名増 ( 1名減)

その他 76名 ( 18名) 5名増 ( －)

営業 319名 ( 16名) 27名増 ( 3名増)

研究開発 210名 ( 5名) 5名増 ( 1名減)

管理 193名 ( 18名) 10名増 ( 8名増)

合　　計 2,259名 (221名) 120名増 ( 8名減)
(注) 従業員数は就業人員（休職者、非常勤者、当社グループからグループ外部への出向者は除いております。）であり、パートタイマー、アルバ

イト及び人材派遣会社からの派遣社員は、年間平均人員を（　）外数で記載しております。

② 当社の従業員の状況
従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

737名（80名） 5名減（6名減） 40.7歳 17.4年
(注) 従業員数は就業人員（休職者、非常勤者、当社から社外への出向者は除いております。）であり、パートタイマー、アルバイト及び人材派遣

会社からの派遣社員は、年間平均人員を（　）外数で記載しております。

(8) 主要な借入先の状況（2020年３月31日現在）

借入先 借入額
株式会社みずほ銀行 6,002百万円

株式会社八十二銀行 3,287

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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２．会社の現況
(1) 株式の状況（2020年３月31日現在）

① 発行可能株式総数 54,840,000株
② 発行済株式の総数 19,432,984株
③ 株主数 4,549名
④ 大株主（上位10名）

株主名 持株数 持株比率
エア・ウォーター株式会社 1,402千株 7.22％

長野計器取引先持株会 1,288 6.64

株式会社八十二銀行 842 4.34

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 803 4.14

大陽日酸株式会社 700 3.61

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 682 3.52

宮下　茂 578 2.98

日本電産サンキョー株式会社 521 2.68

八十二キャピタル株式会社 505 2.60

戸谷　直樹 501 2.58
(注) 持株比率は自己株式（16,019株）を控除して算出しております。自己株式には、「株式報酬制度」に基づき三井住友信託銀行株式会社が所
有する当社株式（170,000株）を含んでおりません。

(2) 新株予約権等の状況
　該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況
① 取締役及び監査役の状況（2020年３月31日現在）

会社における地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長 依 田 恵 夫

取締役会議長、監査部、総務統括部担当
Ashcroft-Nagano Keiki Holdings,Inc. 取締役
Ashcroft Inc. 取締役
株式会社中村金型製作所 代表取締役

代表取締役社長 佐 藤 正 継 経営委員会議長、製造本部担当
Ashcroft-Nagano Keiki Holdings,Inc. 取締役

常務取締役 平 井 三 治
執行役員会議長、製品判定会議議長、経営統括部担当
株式会社ニューエラー取締役
長野福田（天津）儀器儀表有限公司 副董事長
KOREA NAGANO CO.,LTD. 理事

常務取締役 小 松 哲 夫
法務・コンプライアンス部担当
株式会社フクダ 取締役
株式会社中村金型製作所 監査役

取締役 矢 島 寿 衛 営業本部担当
株式会社双葉測器製作所 取締役

取締役 山 岸 一 也 開発センター・知的財産部担当

取締役 長 坂 　 宏 技術本部担当
株式会社中村金型製作所 取締役

取締役 角 龍 徳 夫
経理部担当
株式会社ナガノ計装 監査役
株式会社ニューエラー 監査役

取締役（非常勤） 鈴 木 正 徳 日揮ホールディングス株式会社 取締役常務執行役員

取締役（非常勤） 寺 島 義 幸 社会福祉法人ロングライフ小諸 理事

常勤監査役 今 井 善 治 日立オートモティブシステムズ＆ナガノ株式会社 監査役

常勤監査役 小 田 中 　 衛

監査役（非常勤） 齋 藤 英 秋
共和産業海運株式会社 監査役
頭川証券株式会社 取締役
学校法人東京医科大学 常務理事

監査役（非常勤） 水 澤 博 敏 株式会社電算営業本部営業部リースユーザー会事務局長
(注) 1．取締役鈴木正徳氏及び寺島義幸氏は、社外取締役であります。

2．監査役齋藤英秋氏及び水澤博敏氏は、社外監査役であります。

23
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3．当社は、取締役鈴木正徳氏及び寺島義幸氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
4．当事業年度中の取締役及び監査役の異動は次の通りであります。

①就任
2019年6月27日開催の第97回定時株主総会において、寺島義幸氏は新たに取締役に選任され、小田中衛氏は新たに監査役に選任され、
それぞれ就任いたしました。

②退任
2019年6月27日開催の第97回定時株主総会終結の時をもって、取締役涌井利文氏は任期満了により退任いたしました。また、監査役
田村愃氏は任期満了により退任いたしました。

② 責任限定契約の内容の概要
　当社は、各社外取締役及び各監査役との間で、会社法第423条第１項の損害賠償責任について、その職務を行う
につき善意でありかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度とする旨の
契約を締結しております。

③ 取締役及び監査役の報酬等
　当事業年度に係る報酬等の総額

区分 支給人員 支給額
取締役
(うち社外取締役)

11名
(2)

186百万円
(9)

監査役
(うち社外監査役)

5
(2)

35
(10)

合計
(うち社外役員)

16
(4)

222
(20)

(注) 1．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2．取締役の報酬限度額は、2002年６月27日開催の第80回定時株主総会において月額20百万円以内（ただし、使用人分給与は含まれており

ません。）と決議いただいております。
3．監査役の報酬限度額は、1998年６月26日開催の第76回定時株主総会において月額４百万円以内と決議いただいております。
4．上記の支給額には、当事業年度における役員退職慰労引当金の増加額２百万円（取締役９名分２百万円（うち社外取締役１名分０百万円）、

監査役３名分０百万円（うち社外監査役２名分０百万円））が含まれております。
5．上記の支給人員は延べ人員であり、支給額には退任または異動した役員に対する支給額を含みます。
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④ 社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

取締役鈴木正徳氏は、日揮ホールディングス株式会社の取締役であります。当社は、日揮ホールディングス
株式会社との間には特別な関係はありません。

取締役寺島義幸氏は、社会福祉法人ロングライフ小諸の理事であります。当社は、社会福祉法人ロングライ
フ小諸との間には特別な関係はありません。

監査役齋藤英秋氏は、共和産業海運株式会社の監査役、頭川証券株式会社の取締役及び学校法人東京医科大
学の常務理事であります。当社は、共和産業海運株式会社、頭川証券株式会社及び学校法人東京医科大学との
間には特別な関係はありません。

監査役水澤博敏氏は、株式会社電算営業本部営業部リースユーザー会事務局長であります。当社は、株式会
社電算との間には特別な関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況
取締役会及び監査役会への出席状況等

出席状況及び発言状況

取締役　鈴　木　正　徳
当事業年度に開催された取締役会15回のうち13回に出席いたしました。省庁及び他社で
培われた豊かな経験と幅広い見識等に基づき中立かつ客観的観点から適宜質問すると共
に、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。

取締役　寺　島　義　幸
社外取締役就任後当事業年度に開催された取締役会10回のうち10回に出席いたしまし
た。衆議院議員及び長野県議会議員として培われた豊富な経験と政治・経済・文化等に関す
る見識に基づき事業家の視点とは異なる立場から適宜質問すると共に、取締役会の意思決定
の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。

監査役　齋　藤　英　秋

当事業年度に開催された取締役会15回のうち14回に出席し、監査役会は17回のうち17回
に出席いたしました。取締役会においては、経験豊かな企業経営経験者の見地から報告事項
や決議事項について適宜質問すると共に、必要に応じて社外監査役の立場から意見を述べて
おります。
また、監査役会においては、重要な協議や監査結果について適宜、必要な発言を行っており
ます。

監査役　水　澤　博　敏

当事業年度に開催された取締役会15回のうち15回に出席し、監査役会は17回のうち17回
に出席いたしました。取締役会においては、経験豊かな企業経営経験者の見地から報告事項
や決議事項について適宜質問すると共に、必要に応じて社外監査役の立場から意見を述べて
おります。
また、監査役会においては、重要な協議や監査結果について適宜、必要な発言を行っており
ます。
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(4) 会計監査人の状況
① 名称　　　有限責任監査法人トーマツ
② 報酬等の額

支払額
当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 50百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 50
(注) 1．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分してお

らず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。
2．当社の重要な海外子会社は、当社の会計監査人以外の者（外国における公認会計士または監査法人に相当する資格を有する者）の監査（会

社法または金融商品取引法に相当する外国の法令の規定によるものに限る）を受けております。

③ 監査役会が会計監査人の報酬等の額について同意した理由
　経営執行部門及び会計監査人からの必要書類の入手や報告の聴取と意見交換を通じて、会計監査人の監査計画の
内容、従前の事業年度における職務執行状況や報酬見積の算出根拠などを検討し、妥当と判断いたしました。

④ 非監査業務の内容
　当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）を委託しておりませ
ん。

⑤ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提出
する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意
に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主
総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

⑥ 責任限定契約の内容の概要
　当社は会計監査人有限責任監査法人トーマツと、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約の締結は
いたしておりません。
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３．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　当社は、2020年５月26日開催の取締役会において、「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制その他株式会社の業務並びに当該株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保する
ために必要なものとして法務省令で定める体制の整備」（内部統制システム構築のための基本方針）を一部改定する
決議をいたしました（改定は、一部字句の修正であり、「中期事業計画」を「中期経営計画等」に修正しました。）。
　改定後の当該基本方針の決定内容の概要は以下のとおりであります。

① 当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ．当社役員及び子会社役員は、社是に則った具体的な行動を定めた「長野計器グループ企業行動憲章」等に従

った行動を行う。
ロ．「内部統制委員会」を設置し、企業活動における職務執行が法令及び定款に適合することを確保する施策や

対応策を講じる体制の整備を行う。
ハ．監査役が、取締役の職務の執行が適正に行われていることを監査する体制をとる。
ニ．財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制を構築し、その体制の整備・運用状況を定期的

に評価するとともに、維持・改善を図る。

② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
イ．取締役の職務に係る情報は、文書管理規程その他の社内規程に従い、適切に文書を作成、保存及び管理を行

う。
ロ．機密情報及び内部情報については、機密管理規程及び内部情報管理規程並びにその他の社内規程に従い、適

切に管理を行う。

③ 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ．リスク発生の防止及び損失の最小化を図るために、「リスクマネジメント基本規程」を制定し、リスクマネ

ジメント委員会を設置する。
ロ．リスクマネジメント委員会は、全社的なリスク管理を行うために、当社を取り巻くリスクの評価、ウェイト

付け等を行い、リスク管理体制を整備するとともに、重要な事項については取締役社長に報告する。
ハ．大規模な事故・災害等の不測の事態が発生した場合には、「危機・非常事態管理規程」に基づき、取締役社

長を委員長とする災害対策委員会を設置して危機対応にあたり、人的な安全の確保及び経済的な損失の最小
化を図る。

27

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

2020/05/29 18:07:28 / 19597353_長野計器株式会社_招集通知（Ｃ）

④ 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ．執行役員制度を採用し、経営監督機能と職務執行機能を分離し、職務執行権限については執行役員に権限委

譲を図り、職務の執行の効率化を促進する。
ロ．経営委員会は、「取締役会規程」及び「経営委員会規程」により、権限委譲された事項を審議決議するとと

もに、取締役会附議案件については、事前に審議を行い取締役の迅速かつ適正な意思決定を促進する。
ハ．取締役及び使用人が会社における全体の目標を定め、その浸透と実効性を高めるために、中期経営計画等の

策定を行う。
ニ．取締役会は、中期経営計画等を具体化するために、中期経営計画等に基づいて毎期、事業部門毎の業績目標

と予算を決定する体制の整備を行う。

⑤ 当社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ．使用人が、法令及び定款に適合した職務執行を行うために、「長野計器グループ企業行動憲章」等を遵守す

る体制の整備を行う。
ロ．法務・コンプライアンス部は、コンプライアンスマニュアル等を利用したコンプライアンス研修の企画・推

進及び総括を行い、その実効性をあげるための方針や施策等を検討・実施する。

⑥ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ．長野計器グループ全体のコンプライアンス体制の構築を図るために、当社及び子会社は、「長野計器グルー

プ企業行動憲章」等を遵守する体制の整備を行う。
ロ．長野計器グループ子会社の管理は、本社経営企画部が担当し、「関係会社管理規程」に基づき、子会社が当

社の経営方針に沿って効率的に運営されていることを確保する体制を整備する。
ハ．子会社の取締役等から、関係会社管理規程に基づき、事業の状況に関する定期的な報告を受けるとともに、

重要案件は、その業務内容について事前協議を行う体制を整備する。
ニ．「リスクマネジメント基本規程」に基づき、リスクマネジメント委員会を中心とした長野計器グループ全体

のリスク管理体制を整備する。

⑦ 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する体制

イ．監査役は、取締役会に対して、監査業務を補助すべき使用人を要求できるものとする。
ロ．取締役及び使用人は、監査業務を補助すべき使用人の業務が円滑に行われるよう、監査環境の整備に協力す

る。
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⑧ 当社の監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査役の監査業務を補助すべき使用人は、監査役からのみ指揮命令を受けるものとする。

⑨ 当社の監査役への報告に関する体制
イ．当社又は子会社の取締役等が、会社に重大な損失を与える事項が発生又は発生する可能性があるとき及び取

締役及び使用人による違法又は不正な行為を発見したとき、適宜・適正に当社の監査役会に報告するような
体制の整備を行う。

ロ．監査役は、重要な会議に出席するなど、取締役及び使用人の業務執行上の重要な情報を把握する体制の整備
を行う。

⑩ 監査役へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するた
めの体制

　監査役へ報告を行った当社及び子会社の取締役及び使用人に対し、当該報告を行ったことを理由として不利益な
取扱いを行うことを禁止し、その旨を周知徹底する。

⑪ 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続きに係る方針
　当社は、監査役の職務の執行により発生する費用の前払等請求があったときは、その費用等が監査役の職務の執
行に必要ないことを証明した場合を除き、速やかにこれを支払う。

⑫ その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ．取締役及び使用人は、監査役監査に対する理解を深め、監査役監査の環境を整備する。
ロ．代表取締役と監査役が意見交換の場を設け、監査役は、監査部及び会計監査人並びに顧問弁護士等と緊密な

連携を保ちながら、監査役として監査に係る知識の充実と自らの効果的な監査成果の達成を図る。

⑬ 反社会的勢力による被害を防止するための体制
イ．市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは、警察等関係機関と連携体制を構築し、毅

然とした態度で臨む。
ロ．「長野計器グループ役職員行動規範」に従い、反社会的勢力及び団体とは関わりを持たず、これらの活動を

助長する行為を行わない。
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(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務並びに当該株式
会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制の整
備」（内部統制システム構築のための基本方針）についての運用状況の概要は以下のとおりであります。

① 当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ．取締役及び監査役対象の役員研修会を年１回開催し、法令等の教育を行っている。
ロ．内部統制委員会を当事業年度において５回開催し、内部統制システムの運用状況をモニタリングするととも

に、財務報告に係る内部統制の整備、運用状況の評価についても年度における基本計画を策定し、評価範囲、
重要性の金額及び評価体制を決定している。

② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
イ．年１回各事業所とヒアリング等により重要文書保存基準の見直しを行い、適切な文書作成、保存及び管理を

行っている。
ロ．社内規程により契約書管理を行っている。
ハ．情報セキュリティの強化のため、情報保存媒体の使用制限等を設け、情報漏えいのリスク軽減を図っている。

③ 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ．リスクマネジメント基本規程により当事業年度において２回リスクマネジメント委員会を開催した。
ロ．同委員会では、事業リスクの見直しを行っている。

④ 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ．執行役員会は原則月１回開催され、各執行役員が業務執行の進捗状況を報告し、その内容につき議論を行っ

ている。
ロ．経営委員会は、当事業年度において13回開催され、経営委員会規程により権限委譲された事項の審議決議を

行い、取締役会附議案件は、取締役会に先立ち、取締役会に附議するか否かを議論し、取締役会へ上程の有
無を決定している。

ハ．取締役会は、中期経営計画等及び事業計画の進捗状況を把握し、必要に応じて対策検討ができるようにして
いる。
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⑤ 当社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ．コンプライアンスを徹底する目的で、コンプライアンスマニュアル等を利用した研修を行っている。
ロ．弁護士を含む複数のヘルプラインを設置し、コンプライアンスマニュアルに通報者保護を明記することでヘ

ルプラインが充分に機能するよう周知徹底を図っている。
ハ．社内規程勉強会を計画的に実施し、業務執行に関連した規程について周知徹底を図っている。

⑥ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ．合同役員会、グループ社長会及び経営懇話会を開催し、当社がグループ方針に基づき、コンプライアンス及

び内部統制と経営における課題等の指導及び支援強化等を進めた。
ロ．長野計器グループ管理部門会議を開催し、当社から関係会社に必要な情報を提供し、関係会社と情報交換を

している。

⑦ 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する体制

　監査役より取締役にその職務を補助すべき従業員が求められ、現在１名が兼務で当該業務に従事している。

⑧ 当社の監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査役よりその職務を補助すべき従業員の人事等は取締役と監査役会との協議とともに同意を得たうえで決定し
ている。

⑨ 当社の監査役への報告に関する体制
　監査役は、取締役会及び経営委員会等に出席することにより、取締役及び従業員の業務執行上の重要な情報を得
ている。

⑩ 監査役へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するた
めの体制

　監査役に報告すべき事項の報告を行った取締役及び使用人が、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを
受けた事例は、ヘルプラインを含め認められない。

⑪ 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続きに係る方針
　当社は、監査役の職務の執行により発生する費用（監査役の職務に必要ないことを証明した場合を除く）につい
て、遅滞なく償還しており、前払いの要請にも随時対応する手続きを用意している。
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⑫ その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ．監査役は、代表取締役をはじめとする取締役全員と業務執行全般における課題につき意見交換を行っている。
ロ．監査役は、必要に応じ監査部と内部統制監査報告及び棚卸監査報告の内容につき情報交換を実施している。
ハ．監査役は、必要に応じ、内部統制委員会及びリスクマネジメント委員会にオブザーバーとして出席して、監

査役の要請がある場合、必要な情報提供を受け、内部統制の運用状況を確認している。

⑬ 反社会的勢力による被害を防止するための体制
イ．新規取引先との契約締結に際しては、反社会的勢力排除条項を規定した契約内容とし、警察等関係機関との

情報交換を行っている。
ロ．コンプライアンスマニュアルの研修を行うことにより、反社会的勢力排除の意識向上を図っている。

４．会社の支配に関する基本方針
　該当事項はありません。
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連結計算書類
連結貸借対照表（2020年３月31日現在） (単位：千円)

科目 金額 科目 金額
(資産の部)
流動資産

現金及び預金
受取手形及び売掛金
電子記録債権
商品及び製品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産

建物及び構築物
機械装置及び運搬具
土地
リース資産
建設仮勘定
その他

無形固定資産
のれん
リース資産
その他

投資その他の資産
投資有価証券
退職給付に係る資産
繰延税金資産
その他
貸倒引当金

27,747,735
6,822,817
8,941,960
1,098,066
5,246,382
2,841,124
2,321,206

680,116
△203,938

18,918,310
10,747,538

2,261,154
2,883,022
4,356,724

393,036
527,409
326,190

1,041,028
137,041
61,470

842,516
7,129,743
5,743,863

24,368
507,010

1,102,493
△247,992

(負債の部)
流動負債 14,268,550

支払手形及び買掛金 3,706,806
短期借入金 5,862,295
一年内返済予定長期借入金 1,192,227
リース債務 184,938
未払法人税等 479,525
賞与引当金 861,337
その他 1,981,418

固定負債 8,107,687
長期借入金 4,292,463
リース債務 333,506
繰延税金負債 503,037
退職給付に係る負債 2,668,470
株式給付引当金 12,755
役員退職慰労引当金 95,564
資産除去債務 32,949
その他 168,941

負債合計 22,376,238
(純資産の部)
株主資本 23,083,603

資本金 4,380,126
資本剰余金 4,451,407
利益剰余金 14,378,639
自己株式 △126,569

その他の包括利益累計額 469,275
その他有価証券評価差額金 2,126,278
為替換算調整勘定 △992,255
退職給付に係る調整累計額 △664,748

非支配株主持分 736,928
純資産合計 24,289,807

資産合計 46,666,045 負債純資産合計 46,666,045
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連結損益計算書（2019年４月１日から2020年３月31日まで） (単位：千円)
科目 金額

売上高 49,067,079
売上原価 34,877,696
売上総利益 14,189,382
販売費及び一般管理費 11,883,196
営業利益 2,306,186
営業外収益 431,517

受取利息 25,162
受取配当金 141,356
賃貸料収入 7,238
持分法による投資利益 75,429
その他 182,330

営業外費用 481,231
支払利息 242,078
手形売却損 54,540
支払手数料 8,998
為替差損 104,577
その他 71,036

経常利益 2,256,472
特別利益 5,993

固定資産売却益 5,993
特別損失 16,550

固定資産売却損 1,037
固定資産除却損 15,512

税金等調整前当期純利益 2,245,915
法人税、住民税及び事業税 646,591
法人税等調整額 △34,639
法人税等合計 611,951
当期純利益 1,633,963
非支配株主に帰属する当期純利益 46,683
親会社株主に帰属する当期純利益 1,587,280
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計算書類

貸借対照表（2020年３月31日現在） (単位：千円)
科目 金額 科目 金額

(資産の部)
流動資産

現金及び預金
受取手形
電子記録債権
売掛金
製品
半製品
原材料
仕掛品
貯蔵品
前渡金
前払費用
未収入金
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産

建物
構築物
機械装置
車両運搬具
工具器具備品
土地
リース資産
建設仮勘定

無形固定資産
借地権
ソフトウェア
リース資産
その他

投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
出資金
関係会社出資金
長期前払費用
前払年金費用
関係会社長期貸付金
その他
貸倒引当金

10,346,946
1,015,472

465,508
448,109

4,130,150
442,199

1,483,298
177,220

1,591,332
98,196
3,043

62,725
253,258
181,018
△4,587

19,445,478
3,575,386
1,025,038

32,599
627,285

834
191,181

1,265,548
255,985
176,911
103,643

1,543
51,791
42,216
8,092

15,766,448
4,770,542

10,125,739
781

230,247
11,910
66,206

340,073
468,938

△247,992

(負債の部)
流動負債 7,559,028

買掛金 1,507,699
短期借入金 4,080,000
一年内返済予定長期借入金 597,475
リース債務 122,439
未払金 154,964
未払法人税等 109,230
未払費用 375,775
預り金 33,101
賞与引当金 441,600
前受金 6,741
その他 130,001

固定負債 3,089,157
長期借入金 1,290,917
リース債務 166,914
退職給付引当金 1,177,558
株式給付引当金 12,755
預り保証金 41,789
繰延税金負債 299,740
資産除去債務 32,949
その他 66,532

負債合計 10,648,185
(純資産の部)
株主資本 17,120,507

資本金 4,380,126
資本剰余金 4,452,350

資本準備金 4,449,680
その他資本剰余金 2,670

利益剰余金 8,414,599
利益準備金 89,351
その他利益剰余金 8,325,247

研究開発積立金 250,000
海外投資損失積立金 350,000
海外市場開拓積立金 150,000
圧縮記帳積立金 7,028
別途積立金 8,264,500
繰越利益剰余金 △696,280

自己株式 △126,569
評価・換算差額等 2,023,732

その他有価証券評価差額金 2,023,732
純資産合計 19,144,239

資産合計 29,792,425 負債純資産合計 29,792,425
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損益計算書（2019年４月１日から2020年３月31日まで） (単位：千円)

科目 金額
売上高 20,796,523
売上原価 15,215,254
売上総利益 5,581,268
販売費及び一般管理費 4,444,336
営業利益 1,136,932
営業外収益 705,520

受取利息 6,356
受取配当金 567,102
賃貸料収入 21,248
経営指導料 9,120
その他 101,692

営業外費用 232,516
支払利息 72,089
手形売却損 44,616
支払手数料 8,998
為替差損 72,671
その他 34,140

経常利益 1,609,936
特別利益 359

固定資産売却益 359
特別損失 7,489

固定資産除却損 7,489
税引前当期純利益 1,602,807
法人税、住民税及び事業税 172,268
法人税等調整額 △24,004
法人税等合計 148,263
当期純利益 1,454,543
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監査報告
連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2020年５月22日

長野計器株式会社
取締役会　御中

有限責任監査法人ト　ー　マ　ツ
　　東　　京　　事　　務　　所

指定有限責任社員 公認会計士 京嶋清兵衛 ㊞業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 大 村 広 樹 ㊞業 務 執 行 社 員

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、長野計器株式会社の2019年4月1日から2020年3月31日までの連結会計年
度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、長野計器株式会
社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価
し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当
該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的
に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を
行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、
実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する
注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続
企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業
の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は
重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが
求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は
継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかと
ともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適
正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。
監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負
う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備
を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人
の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその
内容について報告を行う。
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2020年５月22日

長野計器株式会社
取締役会　御中

有限責任監査法人ト　ー　マ　ツ
　　東　　京　　事　　務　　所

指定有限責任社員 公認会計士 京嶋清兵衛 ㊞業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 大 村 広 樹 ㊞業 務 執 行 社 員

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、長野計器株式会社の2019年4月1日から2020年3月31日までの第98
期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計
算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に
係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に
従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎とな
る十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示すること
にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、
我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事
項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどう
かについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、
不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。　
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を
行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、
実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する
注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企
業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の
前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要
な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められ
ている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業
として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとと
もに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表
示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備
を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人
の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその
内容について報告を行う。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2019年４月１日から2020年３月31日までの第98期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成し
た監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及

び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、取締役、監査部その他の使用人

等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明

を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会
社については子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告をうけま
した。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及びそ
の子会社からなる企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定
める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取
締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたし
ました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われ
ることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10
月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、特段指摘すべき事項は認めら
れません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2020年５月22日

長野計器株式会社　監査役会

常勤監査役 今 井 善 治 ㊞
常勤監査役 小 田 中 　 衛 ㊞
監　査　役(社外監査役) 齋 藤 英 秋 ㊞
監　査　役(社外監査役) 水 澤 博 敏 ㊞

以　上
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TOPICS
アッシュクロフト社が
ルーガー社、スティコ社を子会社化
　長野計器の100％子会社であるアッシュクロフト社（米国）は、
この度スイスの温度計メーカーであるルーガー社と同社の子会社で
あるオランダのスティコ社を2019年４月30日より子会社化いたし
ました。
　ルーガー社は、1942年にスイスのローザンヌで設立され、伝統
的な機械式温度計に加え、熱電対や測温抵抗体等の電子式温度計、また複数箇所の温度を同時に計測できる多点
式温度センサーを製造販売し、欧州をはじめ、特にプロセス市場で高く評価されています。同社は、スイスの
他、マレーシアにも機械式温度計の製造拠点を持ち、グローバルに製品を供給する体制を整えています。一方、
スティコ社は、1963年にオランダのローデンで設立され、欧州の顧客を中心に、主に機械式圧力計を展開して
いるメーカーです。
　両社の2018年度売上高は合計で約25億円でした。今回の子会社化により、長野計器グループとして新たに電
子式温度計を製品ラインアップに加えることができ、今後収益面で大いに貢献することが期待されます。

新型コロナウイルス感染症防止製品への展開
　新型コロナウイルス感染症の流行が始まって以降、当社の微差圧
計測製品のニーズが増加しました。この製品は、ウイルス流出を防
ぐために内部の気圧を下げる必要がある医療用テントや、高精度な
陰圧測定が必要なクリーンルームの陰圧装置等に使用されていま
す。製品ラインアップとしては、機械式と電池駆動のデジタル式の
両方を揃え、装置組込みや単独使用等多様な使用環境に応えていま
す。今後も製品供給を通じ様々な分野へ貢献してまいります。
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定時株主総会会場ご案内図

会場 長野計器テクニカル・ソリューションズ・センター
長野県上田市生田2150番地　電話（0268）41－1000（代表）

交通

本年は、送迎バスの運行を中止いたします。
ご来場される株主様には、自家用車またはタクシーをご利用のうえ、
ご来場賜りますようお願い申しあげます。
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を採用しています。
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